
 

 

 

 

➀ 業務改善助成金 
問い合わせ先：業務改善助成金コールセンター 電話：0120-366-440（平日 8:30～17:15） 

又は都道府県労働局雇用環境・均等部（室） 

事業場内で最も低い時間給（事業場内最低賃金）を一定額以上引上げ、生産性向上に資する設備投
資等（機械設備の導入、人材育成・教育訓練や国家資格者によるコンサルティング）を行う中小企業・
小規模事業者に、その設備投資等に要した費用の一部を助成する制度です。一定の要件を満たすと、
助成上限額・助成率・助成対象経費の特例的な拡充が受けられます。 

 
 
 

 
② キャリアアップ助成金 
問い合わせ先：都道府県労働局又はハローワーク 
有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用労働者の企業内でのキャ
リアアップを促進するため、正社員化、賃金引上げ等の処遇改善の取組を実施した事業主に対して助
成します。なお、キャリアアップ助成金については、徹底が求められている同一労働同一賃金に取り
組む際やいわゆる「年収の壁」を意識した働き方への対応に取り組む際にも活用することができます。 

 

 
③ 中小企業向け賃上げ促進税制 
 問い合わせ先：中小企業税制サポートセンター 
 青色申告書を提出している中小企業者等が、一定の要件を満たした上で賃金引上げを行った場合、
その増加額の一定割合を法人税額（個人事業主は所得税額）から控除できる制度です。 
 
 

 

 
④ 企業活力強化貸付（働き方改革推進支援資金） 
 問い合わせ先：日本政策金融公庫 電話：0120-154-505 
事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）の引上げに取り組む中小企業・小規模事業者に対し
て、設備資金や運転資金を低金利で融資します。 
 
 

 

 
 
 
⑤ 固定資産税の特例措置 
 問い合わせ先：＜先端設備等導入計画の作成等について＞先端設備等の導入先の市町村先端設備等導入計画担当課 

＜税制について＞中小企業税制サポートセンター 固定資産税等の軽減相談窓口  
電話：03-6281-9821(平日 9:30～12:00、13:00～17:00) 

＜制度について＞中小企業庁 技術・経営革新課（イノベーション課） 電話：03-3501-1816 
中小企業等経営強化法に基づき、市町村から認定を受けた「先端設備等導入計画」に従って取得し
た設備に対して、地方税法において償却資産に係る固定資産税の特例措置を講じることで、設備投資
による生産性向上や賃上げに取り組む事業者を後押しします。 
 

 

 
⑥ 中小企業等経営強化法（経営力向上計画） 
 問い合わせ先：経営力向上計画相談窓口 中小企業庁企画課  

電話：03-3501-1957(平日 9：30～12：00、13：00～17：00) 
中小企業・小規模事業者等による経営力向上に関する取組を支援します。事業者は事業分野指針等
に沿って「経営力向上計画」を作成し、国の認定を受けることができます。認定された事業者は、税
制や金融支援等の措置を受けることができます。 
 

 

 
 

最低賃金・賃金引上げに向けた中小企業・小規模事業者
への支援施策 

検索 キャリアアップ助成金 

検索 賃上げ促進税制 

検索 業務改善助成金 

検索 働き方改革推進支援資金 

検索 先端設備等導入計画 

検索 経営力向上計画 

１．賃金引上げに関する支援 

２．生産性向上に関する支援 



 
⑦ 中小企業等経営強化法に基づく法人税の特例（経営強化税制） 
 問い合わせ先：中小企業税制サポートセンター 

 電話：03-6281-9821（平日 9:30～12:00、13:00～17:00） 
中小企業等経営強化法に基づいて、経営力向上計画を作成し、主務大臣の認定を受け、計画に記載
されている一定の設備を新規取得等して指定事業の用に供した場合、即時償却または取得価額の10%
（資本金 3,000 万円超１億円以下の法人は７%）の税額控除を選択適用することができます。 
 

（⑥と同じ） 
 

 
⑧ 中小企業省力化投資補助金 
 問い合わせ先：中小企業省力化投資補助事業 コールセンター 

電話：0570-099-660（9:30～17:30／月曜～金曜（土・日・祝日除く）） 
人手不足に悩む中小企業等のため、省力化投資に関して、カタログから選ぶような汎用製品の導入
について、即効性ある支援を行います。 
 

 

 
⑨ ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金 
 問い合わせ先：ものづくり補助金事務局サポートセンター  

電話：050-3821-7013（10:00～17:00 土日祝日及び 12/29～1/3 を除く） 
生産性向上に資する革新的な製品・サービス開発、生産プロセス等の省力化を行う中小企業・小規
模事業者等の設備投資等の経費の一部を支援します。 
 

 

 
⑩ 小規模事業者持続化補助金 
 問い合わせ先：＜商工会の管轄地域で事業を営む方＞全国商工会連合会  

問合せ先は所在地によって異なるため、URL をご参照ください。 

https://www.shokokai.or.jp/jizokuka_r1h/ 

＜商工会議所の管轄地域で事業を営む方＞ 電話：03－4330－3480 
小規模事業者が経営計画を作成し、その計画に沿って行う販路開拓等
の取組を支援します。 

 
 

 
⑪ サービス等生産性向上 IT導入支援事業費補助金 
 問い合わせ先：サービス等生産性向上 IT導入支援事業事務局 

電話：0570－666－376 
中小企業・小規模事業者等の労働生産性の向上を目的として、業務効率化や DX 等に向けた IT ツ
ール（ソフトウェア、アプリ、サービス等）の導入を支援します。 
 

 

 
⑫ 事業承継・引継ぎ補助金 
問い合わせ先：事業承継・引継ぎ補助金事務局 
（経営革新事業）： 050-3000-3550 
（専門家活用枠/廃業・再チャレンジ枠）：050-3000-3551 

事業承継・M&A後の経営革新（設備投資や販路開拓等）に係る費用、M&A時の専門家活用に係る
費用、事業承継M&Aに伴う廃業等に係る費用（原状回復費等）を支援します。 
 

 

 
 
 
⑬ 下請適正取引等の推進のためのガイドライン 
 問い合わせ先：中小企業庁取引課 電話：03-3501-1669 
親事業者と下請事業者との望ましい取引関係を構築するために、業種別の下請適正取引等の推進の
ためのガイドライン（下請ガイドライン）を策定しています。 
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⑭ パートナーシップ構築宣言 
 問い合わせ先： ＜「宣言」の内容について＞ 中小企業庁企画課 電話：03-3501-1765 

＜「宣言」の提出・掲載について＞（公財）全国中小企業振興機関協会 電話：03-5541-6688 
下請中小企業振興法における「振興基準」を遵守することを明記し宣言することで、発注者側によ
る受注者側への「取引条件のしわ寄せ」防止を促し、下請取引の適正化を後押ししています。また、
宣言した企業の取組を「見える化」するため、「宣言」をポータルサイトに掲載しています。 
 

 

 
⑮ 労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針 
 問い合わせ先： 公正取引委員会事務総局経済取引局取引部  

企業取引課 優越的地位濫用未然防止対策調査室 電話：03-3581-3378 
労務費の上昇を取引価格に適切に転嫁し、中小企業が賃上げの原資を確保できるようにするため、
発注差・受注者がとるべき行動指針・取組事例をまとめています。 
 

 

 
⑯ 官公需法に基づく「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」 
問い合わせ先： 中小企業庁取引課 電話：03-3501-1669 
「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」において、最低賃金額の改定に伴う契約金額の見直
しについて定めています。 
 

 

 
⑰ 官公需情報ポータルサイト 
 問い合わせ先： 中小企業庁取引課 電話：03-3501-1669 
国等及び地方公共団体がホームページ上で提供している入札情報を自動巡回システムにより収集
し、入札情報を一括して検索・入手できる「官公需情報ポータルサイト」を運営しています。 
 
 

 

 
 
 
 
⑱ セーフティネット貸付制度 
 問い合わせ先：日本政策金融公庫（日本公庫） 電話：0120-154-505 

沖縄振興開発金融公庫（沖縄公庫） 電話：098-941-1795 
一時的に売上減少等業況が悪化しているが、中長期的には回復が見込まれる中小企業・小規模事業
者の皆様は融資を受けることができます。 
 
 

 

 
⑲ 小規模事業者経営改善資金融資制度（マル経融資） 
 問い合わせ先： 事業所の所在する地区の商工会・商工会議所 

日本政策金融公庫（沖縄振興開発金融公庫）の本支店 
小規模事業者に対して、経営改善のための資金を無担保・無保証人・低金利で融資します。 
 
 
 

  
 

 
 
 
 
⑳ 建設事業主等に対する助成金 
問い合わせ先：都道府県労働局又はハローワーク 
中小建設事業主等が建設労働者の雇用の改善、技能の向上等の取組を行う場合に、助成金（「人材開
発支援助成金」、「人材確保等支援助成金」、「トライアル雇用助成金」）を支給します。 
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㉑ 人材確保等支援助成金 
 問い合わせ先：都道府県労働局又はハローワーク 
事業主や事業協同組合等が、魅力ある職場づくりのために、労働環境の向上等の取組により従業員
の職場定着の促進等を図った場合に助成します。 
 
 

 

 
㉒ 地域雇用開発助成金（地域雇用開発コース） 
 問い合わせ先：都道府県労働局又はハローワーク 
雇用情勢が厳しい地域等において、事業所を設置・整備し、その地域に居住する求職者等を雇い入
れた事業主に助成します。 
 
 

 

 
㉓ 人材開発支援助成金 
問い合わせ先：都道府県労働局又はハローワーク 
従業員に対して計画に沿って訓練を実施した場合や、教育訓練休暇等制度を導入し、その制度を
従業員に適用した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部などを助成します。 
 

 

 

 
 
 
㉔ よろず支援拠点 
問い合わせ先：各都道府県のよろず支援拠点 
中小企業・小規模事業者等が抱える様々な経営課題に無料で相談対応するワンストップ窓口とし

て、各都道府県に「よろず支援拠点」を設置しています。 
 

 

 

 
㉕ 下請かけこみ寺 
問い合わせ先：（公財）全国中小企業振興機関協会 

各都道府県の下請かけこみ寺 電話：0120-418-618 
中小企業・小規模事業者の皆さんが抱える取引上の悩み相談を受け付けております。問題解決
に向けて、相談員や弁護士がアドバイスを行います。 
 
 

 

 

㉖ 働き方改革推進支援センター 
問い合わせ先：全国の働き方改革推進支援センター  
全国 47 都道府県に設置されている「働き方改革推進支援センター」では、中小企業・小規模事業

者の皆さまの働き方改革の取組を支援することを目的として、労務管理の専門家が無料で、時間外労

働の上限規制や同一労働同一賃金、賃金引上げ、その他働き方改革を広く支援する取組に関する個別

相談やコンサルティングを実施しています。ぜひご活用ください。 

 

 

㉗ 中小企業向け補助金・総合支援サイト「ミラサポplus」 
問い合わせ先：ミラサポ plus コールセンター 電話：050-5370-4340 
中小企業・小規模事業者の皆さまを対象とした様々な支援施策（制度）をより「使ってもらう」こ

とを目指した中小企業・小規模事業者向け補助金・総合支援サイトです。支援制度等の活用事例を簡

単に検索でき、電子申請までサポートします。 
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賃金規定等を改定し、非正規雇用労働者の基本給を
３％以上賃上げする場合に、キャリアアップ助成金の
「 賃 金 規 定 等 改 定 コ ー ス 」 が 利 用 で き ま す 。
※最低賃金の改定に伴う賃金規定等の改定をした場合も対象になります。

最低賃金引き上げを受けて、最低賃金引上げ幅以上に
賃上げの努力を行う場合、補助金の採択において加点
措置が得られます。

最低賃金引き上げに伴う
支援・後押しを強化しています

最低賃金引き上げを受けて賃上げに取り組む皆様へ

詳しくは次のページで

（令和６年８月時点版）

本紙は最低賃金引き上げの影響を受けた事業者様向けに厚生労働省の支援策と経済産業省・
中小企業庁の補助事業、賃上げを後押しするその他施策をご紹介するものです。具体的な情
報についてはホームページ等でご確認ください。

厚生労働省、中小企業庁では、

業務改善助成金

事業場内で最も低い時間給を一定額以上引き上げ、生
産性向上等に資する設備投資等を行った場合に、設備
投資等にかかった費用の一部が助成されます。

キャリアアップ助成金

助成金と補助金を組み合わせてご利用頂くことも可能です
賃金引き上げに向けて、是非ご利用ください
※同一の補助対象（設備等）に対する重複利用は不可

I T導入補助金



1

＜業務改善助成金＞
業務改善助成金は、事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を引き上げ、設備
投資等を行った中小企業・小規模事業者等に、その費用の一部を助成する制度です。

事業内最低賃金
引き上げの計画

設備投資等の計画
機械設備、コンサルティング、
人材育成・教育訓練など

設備投資等の費
用の一部を助成

計画の承認
と実施

対象となる事業者

• 中小企業・小規模事業者であること
• 事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額が50円以内であること
• 解雇、賃金引き下げなどの不交付事由がないこと

活用例

• 地域別最低賃金が935円
• 事業場内最低賃金を940円から1000円にUP
→事業場内最低賃金が940円なので助成率は4/5

• 労働者７人の最低賃金引上げを実施
→60円コース・７人以上の区分で
助成上限額は230万円

助成率

助 成 率事 業 場 内 最 低 賃 金 額

9/10900円未満

４/５(9/10)900円以上950円未満

３/４(4/5)950円以上

助成対象経費の例

• POSレジシステム導入による在庫
管理の短縮

• リフト付き特殊車両の導入による
送迎時間の短縮

機器・設備
の導入

国家資格者による、顧客回転率の向上
を目的とした業務フロー見直し

経営コンサ
ルティング

顧客管理情報のシステム化その他※（ ）内は生産性要件を満たした事業場

助成上限額

引上げ額
引上げ
労働者数 90円コース

（90円以上）
60円コース
（60円以上）

45円コース
（45円以上）

30円コース
（30円以上）

90万円（170万円）60万円（110万円）45万円（80万円）30万円（60万円）１人

150万円（240万円）90万円（160万円）70万円（110万円）50万円（90万円）２～３人

270万円（290万円）150万円（190万円）100万円（140万円）70万円（100万円）４～６人

450万円230万円150万円（160万円）100万円（120万円）７人以上

600万円300万円180万円120万円（130万円）10人以上※

問合先 業務改善助成金コールセンター：0120-366-440
申請先 都道府県労働局雇用環境・均等部（室）

※10人以上の上限区分は特例事業者（詳細は業務改善助成金ウェブサイト参照）のみ対象。
※（ ）内の助成上限額は事業場規模30人未満の事業者のみ対象。

（設備投資費用が300万円の場合…）

300万円×4/5＝240万円
→助成上限額230万円を超えているた

め、230万円支給

以上の要件を満たした事業者は、事業場内最低賃金の引上げ
計画と設備投資等の計画を立て、（工場や事務所などの労働
者がいる）事業場ごとに申請いただきます。

別々に
申請

工場A 店舗B

※ 一部事業者は対象経費の特例を受けることができる可能性
がございます。（詳細は業務改善助成金ウェブサイト参照）



＜キャリアアップ助成金＞
有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用労働者の
正社員化、処遇改善の取組を実施した事業主に対して助成します。

対象となる方
雇用保険適用事業所ごとに
「キャリアアップ計画」を
作成し、その計画に基づき、
右の❶～❻までのいずれか
を実施した事業主。

❶正社員化コース

❷障害者正社員化コース

❸賃金規定等改定コース

❹賃金規定等共通化コース

❺賞与・退職金制度導入コース

❻社会保険適用時処遇改善コース

支援内容
有期雇用労働者等の基本給を定める賃金規定等を3%
以上増額改定し、その規定を適用した事業主に対して、
右記の額の助成を行います。

５万円
３％以上５％未満増額改定

した場合

６万5,000円５％以上増額改定した場合

※賃金規定等改定コースの場合

１年度１事業所当たり100人までは、複数回の申請ができます。
職務評価を行ったうえで賃金規定等を改定した場合は、助成額の加算が受けられます。
中小企業以外の場合、助成額は上記の2/3程度となります。
最低賃金の改定に伴い、新最低賃金を下回ることとなる等級についてのみ賃金規定等を増額改定した
場合も、助成対象になります。ただし、各都道府県の新最低賃金の公示日以降、発効日の前日までに
賃金規定等の増額改定を行う必要があります。

問合先 都道府県労働局

最低賃金の引き上げに伴い、被用者保険の適用になり手取り収入が減らないよう就業調整をする
労働者はいらっしゃいませんか？新たに被用者保険を適用するとともに、労働者の収入を増加させる
取組を行う事業主に対して助成する仕組みができました。

詳 し く は こ ち ら

社会保険適用時処遇改善コースの新設

(R5.10～)

□事業概要：業務の効率化やDXの推進、セキュリティ対策のための
ITツール等の導入を支援します。

□補助上限：最大450万円

□補助率：１／２～４／５

□賃上げ加点：給与支給総額を年率平均1.5％増加させることに加え、

「事業場内最低賃金を地域別最低賃金＋50円以上の水準にすること」を

更なる加点要素とします。

問合先

＜IT導入補助金＞

サービス等生産性向上IT導入支援事業 コールセンター：0570-666-376

↓現在の公募要領はこちら

□事業概要：構造的な人手不足の解決に向けて、カタログから選ぶ簡易で即効性のある
省力化投資を支援します。
□補助上限：最大200～1,000万円（従業員数による）
更に一定の賃上げで、上限額を最大300～1,500万円に引き上げ
□補助率：1/2以下

・中小企業省力化投資補助金

中小企業省力化投資補助事業 コールセンター : 0570-099-660問合先

詳 し く は こ ち ら

＜賃上げを後押しするその他施策＞



・よろず支援拠点

＜働き方改革や経営改善に向けた相談先＞

経営革新支援

経営上のあらゆるお悩みの相談に対応します！お気軽にご連絡ください。

売上拡大のための解決策を提案します。
資金繰りや事業再生等に関する経営改善のための経営相談に応じます。
地域の支援機関とのネットワークを活用して、経営課題に応じて的確な
支援機関等を紹介します。

経営改善支援 ワンストップサービス

社労士等の労務管理の専門家が
会社の「働き方改革」や賃金引上げを無料で支援します！

各都道府県の働き方改革推進支援センター

コンサルティング

専門家が来所・電話・メールによる相談を承ります。
専門家が会社への訪問、またはオンラインによるコンサルティングを実施します。
企業の取組事例や労働関係助成金の活用方法等に関する、
働き方改革セミナーを開催しています。

セミナー開催

・働き方改革推進支援センター

問合先 各都道府県のよろず支援拠点

相談支援

問合先

（R6.８)

□概要：事業者が一定率以上の賃上げを実施した場合に、賃上げ額の一部を
法人税などから税額控除できる制度です。

【令和６年４月１日以降に開始する事業年度に適用を受けたい場合※】

※令和６年３月31日以前に開始された事業年度に適用を受けたい場合は、
制度の内容が異なりますので、ご留意ください。

・賃上げ促進税制

全企業・中堅企業
全雇用者の給与等支給額の
増加額の最大35％を税額控除

中小企業
全雇用者の給与等支給額の
増加額の最大45％を税額控除

税制サポートセンター
全企業・中堅企業向け税制 : 0570-078-117
中小企業向け税制 ：03-6281-9821

問合先

詳しくは▼





058-277-1088OKBふれあい会館10 階（県民ふれあい会館）

076-267-6711石川県地場産業振興センター新館1階

福井県よ ろ ず支援拠点

0857-31-6851

086-206-2180（クリエイティブコワーキングスペースTOGITOGI内）

088-676-4625

福岡県よ ろ ず支援拠点

0985-74-0786宮崎県工業技術センター2階（宮崎テクノリサーチパーク内）

098-851-8460

各都道府県の
拠 点 名 住 所 相談電話番号 設置機関

北 海 道 北海道よ ろ ず支援拠点 札幌市中央区北1条西2丁目 経済センタービル9階 011-232-2407 （公財）北海道中小企業総合支援センター

東 北 青森県よ ろ ず支援拠点 青森市新町2-4-1 青森県共同ビル7階 017-721-3787 （公財）21 あおもり産業総合支援センター

（公財）いわて産業振興センター岩手県よ ろ ず支援拠点 盛岡市北飯岡2-4-26 岩手県先端科学技術研究センター2階 019-631-3826
宮城県よ ろ ず支援拠点 仙台市青葉区上杉1-14-2 宮城県商工会連合会022-393-8044

秋田市山王三丁目1-1 秋田県庁第二庁舎2階秋田県よ ろ ず支援拠点 （公財）あきた企業活性化センター018-860-5605
山形市松栄1-3-8 山形県産業創造支援センター2階 （公財）山形県企業振興公社山形県よ ろ ず支援拠点 023-647-0708

福島県よ ろ ず支援拠点 郡山市清水台1-3-8 郡山商工会議所会館4階 403号室 024-954-4161 （公財）福島県産業振興センター

関 東 茨城県よ ろ ず支援拠点 水戸市桜川2-2-35 茨城県産業会館9階 029-224-5339 （公財）いばらき中小企業グローバル推進機構

宇都宮市ゆいの杜1-5-40 とちぎ産業創造プラザ内 （公財）栃木県産業振興センター栃木県よ ろ ず支援拠点 028-670-2618
前橋市亀里町884-1 群馬産業技術センター1階群馬県よ ろ ず支援拠点 （公財）群馬県産業支援機構027-265-5016
さいたま市大宮区桜木町1-7-5 ソニックシティビル10 階 （公財）埼玉県産業振興公社埼玉県よ ろ ず支援拠点 0120-973-248
千葉市美浜区中瀬2-6-1 WBGマリブイースト23階千葉県よ ろ ず支援拠点 （公財）千葉県産業振興センター043-299-2921

東京都よ ろ ず支援拠点 港区新橋1-18-6 共栄火災ビル1階 03-6205-4728 （一社）東京都信用金庫協会

横浜市中区尾上町5-80 （公財）神奈川産業振興センター神奈川県よろず支援拠点 045-633-5071
新潟市中央区万代島5番1号 万代島ビル10 階新潟県よ ろ ず支援拠点 （公財）にいがた産業創造機構025-246-0058
甲府市南口町7-20山梨県よ ろ ず支援拠点 （公財）やまなし産業支援機構055-288-8400

（公財）長野県産業振興機構長野市若里1-18-1 長野県工業技術総合センター3階長野県よ ろ ず支援拠点 026-227-5875
静岡市葵区黒金町20-8静岡県よ ろ ず支援拠点 静岡商工会議所054-253-5117

（公財）あいち産業振興機構中 部 愛知県よ ろ ず支援拠点 名古屋市中村区名駅四丁目4番38 号 ウインクあいち14階 052-715-3188
岐阜市薮田南5-14-53

岐阜県よ ろ ず支援拠点 （公財）岐阜県産業経済振興センター

津市栄町1丁目891 三重県合同ビル5階 （公財）三重県産業支援センター三重県よ ろ ず支援拠点 059-228-3326
富山県よ ろ ず支援拠点 富山市高田527 情報ビル1階 （公財）富山県新世紀産業機構076-444-5605

金沢市鞍月2丁目20 番地
石川県よ ろ ず支援拠点 （公財）石川県産業創出支援機構

近 畿 坂井市丸岡町熊堂第3号7番地1-16
（公財）ふくい産業支援センター0776-67-7402ソフトパークふくい 福井県産業情報センタービル3階

大津市打出浜2-1 コラボしが21 2階 （公財）滋賀県産業支援プラザ滋賀県よ ろ ず支援拠点 077-511-1425
京都市下京区中堂寺南町134 （公財）京都産業２１京都府よ ろ ず支援拠点 075-315-1055
大阪市中央区本町1-4-5 大阪産業創造館2階大阪府よ ろ ず支援拠点 （公財）大阪産業局06-4708-7045
神戸市中央区東川崎町1-8-4 神戸市産業振興センター1階兵庫県よ ろ ず支援拠点 （公財）ひょうご産業活性化センター078-977-9085

奈良県よ ろ ず支援拠点 奈良市柏木町129-1 奈良県産業振興総合センター内 （公財）奈良県地域産業振興センター0742-81-3840
和歌山県よろず支援拠点 和歌山市本町二丁目1番地 フォルテ・ワジマ6階 （公財）わかやま産業振興財団073-433-3100

中 国 鳥取県よ ろ ず支援拠点 鳥取市湖山町東4丁目100番地 鳥取県商工会連合会

島根県よ ろ ず支援拠点 松江市北陵町1番地テクノアークしまね内 （公財）しまね産業振興財団0852-60-5103
岡山市北区磨屋町3-10

岡山県よ ろ ず支援拠点 （公財）岡山県産業振興財団

広島市中区千田町3-7-47 広島県情報プラザ1階 （公財）ひろしま産業振興機構広島県よ ろ ず支援拠点 082-240-7706
山口市小郡令和1丁目1-1 山口市産業交流拠点施設4階山口県よ ろ ず支援拠点 （公財）やまぐち産業振興財団083-902-5959

四 国 徳島県よ ろ ず支援拠点 徳島市南末広町5番地8-8 徳島経済産業会館2階 （公財）とくしま産業振興機構

高松市林町2217-15 香川産業頭脳化センタービル2階香川県よ ろ ず支援拠点 （公財）かがわ産業支援財団087-868-6090
松山市久米窪田町487-2 テクノプラザ愛媛別館内愛媛県よ ろ ず支援拠点 （公財）えひめ産業振興財団089-960-1131
高知市布師田3992-2 高知県中小企業会館5階 （公財）高知県産業振興センター高知県よ ろ ず支援拠点 088-846-0175

九 州 福岡市博多区吉塚本町9番15 号
（公財）福岡県中小企業振興センター092-622-7809福岡県中小企業振興センタービル6階

佐賀市鍋島町大字八戸溝114 番地 （公財）佐賀県産業振興機構佐賀県よ ろ ず支援拠点 0952-34-4433
長崎市桜町4-1 長崎商工会館9階 長崎県商工会連合会長崎県よ ろ ず支援拠点 095-828-1462
上益城郡益城町大字田原2081番地10熊本県よ ろ ず支援拠点 （公財）くまもと産業支援財団096-286-3355
大分市東春日町17-20 ソフトパークセンタービル （公財）大分県産業創造機構大分県よ ろ ず支援拠点 097-537-2837
宮崎市佐土原町東上那珂16500番地 2

宮崎県よ ろ ず支援拠点 （公財）宮崎県産業振興機構

鹿児島市名山町9番1号 鹿児島県産業会館3階鹿児島県よ ろ ず支援拠点 （公財）かごしま産業支援センター099-219-3740
沖 縄 沖縄県よ ろ ず支援拠点 那覇市字小禄1831番地1 沖縄産業支援センター4階 沖縄県商工会連合会

よろず支援拠点全国本部 （独）中小企業基盤整備機構

経営のお困りごとがあれば、ご相談く ださい
よろず支援拠点コーディ ネーター等がご相談をお受けします

※このチラシは、よろず支援拠点全国本部が作成しています。
ver23-06ver1
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たしかめよう！

詳しくは裏面をご覧ください

建設業、ドライバー、医師の
時間外労働の上限規制適用開始！

2024年4月から

みなさまに
お願いがあります！

取引関係者の皆さま、国民の皆さま

受診は
診療時間内に！
医療のかかり方への
ご理解・ご配慮をお願いいたします。

詳しくは特設サイトへ!
働き方改革の推進にご協力をお願いいたします。

はたらきかたススメ 検索

適正な
工期の設定を！
週休2日の実現に向け、
ご配慮をお願いいたします。

行程・ダイヤについて
よく話し合いを！
停留所からの安全な発車にも
ご協力ください。

再配達の削減に向け、
確実に受け取れる時間の指定や
置き配などの活用もお願いいたします。

荷待ち時間・
荷役時間の削減を！

くらし・はたらき
マエストロ

たしかめたん



みなさまへお願い

みなさまへ大切なお願いです！
暮らしを支える方々のためにも

医　師

※♯7119/♯8000の実施状況は地域によって異なります。
　非対応地域については、全国版救急受診アプリ「Ｑ助」をご活用ください。
　詳しくはウェブサイトをご覧ください。

夜間や休日など診療時間外に緊急でない受診をすることは、
医師の負担につながります。

抱える
問題

できる
わたしたちに

こと

受診すべきか迷う場合には
☎♯7119（大人）または☎♯8000（小児）  へご相談ください。
また、ご家族の方も病状説明などは
決められた診療時間内の受診をお願いいたします。

（※）

工期が短いと、土日も働かなければならず、
長時間労働につながります。

抱える
問題

工事を受注・発注するときは、
ゆとりをもった適正なスケジュールに。
また、工事の受注・発注に当たっては適切な金額での契約を
心がけてください。

できる
わたしたちに

こと

建設業

運行スケジュールによっては、
休憩できずに運転時間が長くなってしまいます。

抱える
問題

できる
わたしたちに

こと

貸切バスや送迎バス、コミュニティバスを発注するときには、
行程やダイヤについてバス事業者とよく話し合いを。
また、運転者が必要なときに休憩をとれるように
ＳＡ・ＰＡの駐車ルールを守ることも重要です。

運転者
バ ス

荷待ち時間・荷役時間は、一運行あたり平均３時間程度と言われており、
長時間労働の原因となっています。

抱える
問題

荷待ち・荷役作業時間削減のため、適切な日時指定、
予約システムの導入、作業効率化などの工夫を。
また、「標準的運賃」を参考に、運賃や、荷待ち、荷役作業の
料金の見直しもお願いいたします。

できる
わたしたちに

こと

トラック
ドライバー

くらし・はたらきマエストロ

たしかめたん



2024年4月に「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車
運送事業法の一部を改正する法律」が成立するなど、トラックドライバーの荷待
ち・荷役時間の削減に向けた対策が本格化しています。

荷主の皆さま、トラック運送事業者の皆さまへ

自動車運転者の長時間労働改善に向けた
ポータルサイトをリニューアルしました︕

こうした状況を踏まえ、
「自動車運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイト」
内に を開設しました。 ▲荷主の方 ▲事業者の方

物流情報局

今後も最新情報に更新していきます︕ぜひご覧ください︕

「物流情報局」OPEN

物流情報局では、このような情報を発信しています。

物流情報局では、荷主の方、トラック運送事業者の方が協力して荷待ち・荷役時間の削減に
取り組めるよう、最新の情報を発信していきます︕︕

トラックトップページ

労働基準局広報キャラクター
たしかめたん

 物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・
物流事業者の取組に関するガイドライン

 標準的運賃
 トラックＧメン など

 改正物流法、関係省令 など

荷待ち・荷役時間削減等に向けた対応

今後施行される法令のポイント

 働き方改革推進支援センター など

トラック運送事業者の皆さま向けのご相談先



法律による上限
特別条項 (例外）

 月45時間
 年360時間

１年間（ 1 2 か 月 ）

法定労働時間

１週40時間
１日８時間

時
間
外
労
働

2024年4月1日以降2024年3月31日まで

原 則:3,300時間以内
例外（※１）:3,400時間以内3,516時間以内1年の

拘束時間

原 則:284時間以内
例外（※１）:310時間以内（年６か月まで）

293時間以内
労使協定により、年６か月
まで320時間まで延長可

1か月の
拘束時間

原則:
継続11時間与えるよう努めることを基本とし、
9時間を下回らない
例外:
宿泊を伴う長距離貨物運送の場合（※２）、継続８時間以上
（週２回まで）
休息期間のいずれかが９時間を下回る場合は、運行終了後に
継続12時間以上の休息期間を与える

継続8時間以上1日の
休息期間

改善基準告示について、詳しくはこちらをご覧ください。

トラック運転者について

自動車運転者の時間外労働の上限規制（2024年4月適用開始）

改正された改善基準告示の主な内容（2024年4月適用開始）

年960時間

法律による上限
限度時間（原則）

（2024/●）

自動車運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイトはこちら▼

トラックポータルサイト

「改善基準告示」の解説動画も公開中!!

※１ 労使協定により延長可（①②を満たす必要あり）
① 284時間超は連続３か月まで。
② １か月の時間外・休日労働時間数が100時間未満となるよう努める。

※２ １週間における運行がすべて長距離貨物運送（一の運行の
走行距離が450㎞以上の貨物運送）で、一の運行における
休息期間が住所地以外の場所におけるものである場合



フリーランスの取引に関する

新しい法律が11月にスタート！
「フリーランス・事業者間取引適正化等法」が

2024年11月１日に施行されます。

法律の目的

この法律は、フリーランスの方が安心して働ける環境を整備するため、

①フリーランスの方と企業などの発注事業者の間の取引の適正化 と

②フリーランスの方の就業環境の整備

を図ることを目的としています。

法律の適用対象

発注事業者からフリーランスへの「業務委託」（事業者間取引）

フリーランス 業務委託の相手方である事業者で、従業員を使用しないもの

発注事業者 フリーランスに業務委託する事業者で、従業員を使用するもの

※ 一般的にフリーランスと呼ばれる方には、「従業員を使用している」「消費者を相手に取引をしている」方も

含まれる場合もありますが、これらの方はこの法律における「フリーランス」にはあたりません。

例：フリーランスとして働くカメラマンの場合

⚫ この法律上は、フリーランスは「特定受託事業者」、発注事業者は「特定業務委託事業者」 「業務委託事業者」とされて

いますが、このリーフレットでは伝わりやすさを優先し、それぞれ「フリーランス」、「発注事業者」と表現しています。

⚫ 「従業員」には、短時間・短期間等の一時的に雇用される者は含みません。具体的には、「週労働20時間以上かつ31日以

上の雇用が見込まれる者」が「従業員」にあたります。

⚫ 特定の事業者との関係で従業員として雇用されている個人が、副業で行う事業について、事業者として他の事業者から業

務委託を受けている場合には、この法律における「フリーランス」にあたります。

⚫ なお、契約名称が「業務委託」であっても、働き方の実態として労働者である場合は、この法律は適用されず、労働基準

法等の労働関係法令が適用されます。

企業

(従業員を使用)

フリーランス
(従業員を使用していない)

この法律の対象

消費者

消費者・企業

(不特定多数)

この法律の対象外

企業が宣材写真の

撮影を委託

（事業者からの委託）

消費者が家族写真の撮影を委託

（事業者ではなく消費者からの委託）

自作の写真集をネットで販売

（委託ではなく売買）



⚫ 発注事業者の義務の具体的な内容などは、政省令・告示などで定めております。詳細な法律等の内容や最新の情報につい

ては、関係省庁のホームページをご覧ください。

⚫ 項目①～③については、公正取引委員会・中小企業庁、

項目④～⑦については、厚生労働省（都道府県労働局）

までお問合せください。

法律の内容

発注事業者が満たす要件に応じてフリーランスに対しての義務の内容が異なります。

公正取引委員会 中小企業庁 厚生労働省

発注事業者 フリーランス

• 業務委託の相手方である事業者

• 従業員を使用していない

◼ フリーランスに業務委託をする事業者

◼ 従業員を使用していない

※フリーランスに業務委託するフリーランスも含まれます。

◼ フリーランスに業務委託をする事業者

◼ 従業員を使用している

◼ フリーランスに業務委託をする事業者

◼ 従業員を使用している

◼ 一定の期間以上行う業務委託である

※「一定の期間」は、③は１か月、⑤⑦は６か月です。
契約の更新により「一定の期間」以上継続して行う
こととなる業務委託も含みます。

①、②、④、⑥

①、②、③、④、
⑤、⑥、⑦

義務項目

義 務 項 目 具 体 的 な 内 容

①
書面等による取引条件

の明示

業務委託をした場合、書面等により、直ちに、次の取引条件を明示すること

「業務の内容」「報酬の額」「支払期日」「発注事業者・フリーランスの名称」「業務委託をし

た日」「給付を受領／役務提供を受ける日」「給付を受領／役務提供を受ける場所」「（検査を

行う場合）検査完了日」「（現金以外の方法で支払う場合）報酬の支払方法に関する必要事項」

②
報酬支払期日の設定・

期日内の支払

発注した物品等を受け取った日から数えて60日以内のできる限り早い日に報酬支払期

日を設定し、期日内に報酬を支払うこと

③ 禁止行為

フリーランスに対し、１か月以上の業務委託をした場合、次の７つの行為をしてはな

らないこと

●受領拒否 ●報酬の減額 ●返品 ●買いたたき ●購入・利用強制

●不当な経済上の利益の提供要請 ●不当な給付内容の変更・やり直し

④ 募集情報の的確表示
広告などにフリーランスの募集に関する情報を掲載する際に、

• 虚偽の表示や誤解を与える表示をしてはならないこと

• 内容を正確かつ最新のものに保たなければならないこと

⑤
育児介護等と業務の

両立に対する配慮

６か月以上の業務委託について、フリーランスが育児や介護などと業務を両立できる

よう、フリーランスの申出に応じて必要な配慮をしなければならないこと

（例）
・「子の急病により予定していた作業時間の確保が難しくなったため、納期を短期間繰り下げた

い」との申出に対し、納期を変更すること

・「介護のために特定の曜日についてはオンラインで就業したい」との申出に対し、一部業務を
オンラインに切り替えられるよう調整すること など

※やむを得ず必要な配慮を行うことができない場合には、配慮を行うことができない理由につい
て説明することが必要。

⑥
ハラスメント対策に

係る体制整備

フリーランスに対するハラスメント行為に関し、次の措置を講じること

①ハラスメントを行ってはならない旨の方針の明確化、方針の周知・啓発、②相談や苦情に応じ、

適切に対応するために必要な体制の整備、③ハラスメントへの事後の迅速かつ適切な対応 など

⑦
中途解除等の

事前予告・理由開示

６か月以上の業務委託を中途解除したり、更新しないこととしたりする場合は、

・原則として30日前までに予告しなければならないこと

・予告の日から解除日までにフリーランスから理由の開示の請求があった場合には理
由の開示を行わなければならないこと

内閣官房

①

令和６年６月改訂 リーフレットNo.13



建設業の働き方改革
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大企業

中小企業 ①、②

①、②、③

③

④

④ ⑤

2019．４～ 20２０．４～ 20２１．４～ 20２２．４～ 20２３．４～

働き方改革関連法に係る主な適用スケジュール

年５日の年次有給休暇取得が義務化
▶年次有給休暇が年１０日以上付与された労働者
について、そのうち少なくとも５日は必ず取得

【２０１９年４月～】
○以下を組み合わせ取組みましょう
①労働者自身に年次有給休暇の取得日を指定
②労使協定を締結、計画的付与
③労働者に希望を聞いたうえで、取得日を指定
（今回新たに追加）

【禁止事項】
①年次有給休暇を取得した労働者に対し、賃金
の減額等不利益な扱いをすること

②公休日を年次有給休暇に振り替えること
③5日を超える取得を禁止すること

①

労働時間の状況の把握義務
（ガイドラインから法律で義務化）
すべての労働者について、労働時間の状況の把
握義務 【２０１９年４月～】

○タイムカードやパソコンのログ等客観的な方法
で労働時間を把握が必要

○管理監督者も含む
○把握した記録は３年間保管

②

時間外労働の上限規制
▶残業（時間外労働）の上限が罰則付きで法律に規定
【大企業：2019年4月～／中小企業：2020年4月～】
▶残業の上限は原則月45時間・年360時間
▶臨時的な特別な事情があっても、
✅年720時間以内（休日労働を含まない）
✅複数月平均80時間以内（休日労働を含む）
✅月100時間未満（休日労働を含む）

※上限規制の適用が猶予・除外となる事業・業務
♦猶予(5年間)：自動車運転の業務/建設事業/医師
♦適用除外：新技術・新商品等の研究開発業務

③

36協定もチェック
▶法定労働時間は原則一日8時間、一週40時間であり、これらを超過する際、36協
定を予め締結・届出が必要
▶過重労働対策の徹底

非正規労働者への不合理な待遇差の禁止
▶同一企業内で正社員と非正社員との間で賃金等の待遇に不合理な差を付けられなく
なりました
▶非正社員から尋ねられたら、待遇差の内容及びその事由を説明する必要があります
【大企業・派遣会社：2020年4月～／中小企業：2021年4月～】
▶不合理な差がないか（均衡・均等といえるか）3つの要素で確認
①職務の内容(業務の内容 + 責任の程度)
②人材活用の仕組みと運用(職務内容や配置の変更の範囲)
③その他の事情(合理的な労使慣行など)

④

中小企業においても
月60時間を超える時
間外労働に対する割増

率（25％以上
→50％以上）
【2023年4月～】

⑤
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働き方改革関係
現在上限規制の猶予業種である工作物の建設の事業・自動車運転の業務、
医業に従事する医師においても、令和6年4月1日から適用となりました。

工作物の建設の事業
臨時的な特別な事情で、労使が合意する場合でも以
下を超えられなくなります。
☑年７２０時間以内
☑複数月平均８０時間以内（
休日労働を含む）
（「２か月平均」「３か月平均」「４か月平均」「５か
月平均」「６か月平均」が全て１月当たり８０時間以
内）
☑１００時間未満（休日労働
を含む）
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働き方改革関係

自動車運転の業務
臨時的な特別な事情で、労使が合意する場
合でも以下を超えられなくなります。

☑年９６０時間
以内（休日労働を含まない）
なお、以下については適用されません。
時間外・休日労働の合計が☑月１０
０時間未満、☑２～６月平均８０時
間以内

＜ハイヤー・タクシー＞
改正改善基準告示

＜トラック＞ ＜バス＞

現在上限規制の猶予業種である工作物の建設の事業・自動車運転の業務、
医業に従事する医師においても、令和6年4月1日から適用となりました。
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働き方改革
＊当月の時間外労働時間
数が60時間超となった場
合、60時間を超えた時間
から割増率を５割増となり
ます。
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働き方改革関係
建設業

貨物自動車運送事業
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建設工事における適正な工期設定等のためのガイドライン
（平成30年７月２日 建設業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議 申合せ）

○働き方改革関連法による改正労働基準法（H31.4.1施行）に基づき、５年の猶予期間後、建設業に時間外労働の罰則
付き上限規制が適用。

○ 本ガイドラインは、猶予期間中においても、受注者・発注者が相互の理解と協力の下に取り組むべき事項を、指針とし
て策定したもの。

１．ガイドラインの趣旨等

○ 建設工事の発注の実態や長時間労働是正に向けた取組を踏まえ、本ガイドラインについてフォローアップを実施し、適宜、内容を改訂。

４．その他（今後の取組）

ガイドラインの内容

（１） 請負契約の締結に係る基本原則

○ 受発注者は、法令を遵守し、双方対等な立場で、請負契約を締結。

（２） 受注者の役割

○ 受注者は、建設工事従事者の長時間労働を前提とした不当に短い工期

とならないよう、適正な工期で請負契約を締結。

（３） 発注者の役割

○ 発注者は、施工条件の明確化等を図り、適正な工期で請負契約を締結。

（４） 施工上のリスクに関する情報共有と役割分担の明確化

○ 受発注者は、工事実施前に情報共有を図り、役割分担を明確化。

（１） 適正な工期設定・施工時期の平準化

○ 工期の設定に当たっては、下記の条件を適切に考慮。

・ 建設工事に従事する者の休日（週休２日等）

・ 労務、資機材調達やＢＩＭ/ＣＩＭ活用等の準備期間、現場の後片付け期間

・ 降雨日、降雪・出水期等の作業不能日数 等

○ 業種に応じた民間工事の特性等を理解のうえ協議し、適正な工期を設定。

○ 週休２日等を考慮した工期を設定した場合、必要な労務費や共通仮設費等

を請負代金へ適切に反映。特に公共工事は、週休２日工事の件数拡大。

○ 受注者は、違法な長時間労働に繋がる「工期のﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ」を行わない。

○ 予定工期内での完了が困難な場合は、受発注者協議の上、適切に工期を

変更。補助金工事では、迅速な交付決定と併せ、繰越制度等を適切に活用。

○ 発注見通しの公表等により、施工時期を平準化。

（２） 必要経費へのしわ寄せ防止の徹底

○ 社会保険の法定福利費などの必要経費を、見積書や請負代金内訳書に

明示。

○ 公共工事設計労務単価の動きや生産性向上の努力等を勘案した適切な

積算・見積りに基づき、適正な請負代金による請負契約を締結。

（３） 生産性向上

○ 受発注者の連携により、建設生産ﾌﾟﾛｾｽ全体における生産性を向上。

・３次元モデルにより設計情報等を蓄積・活用するＢＩＭ/ＣＩＭの積極活用

・プロジェクトの式段階から受発注者間で設計・施工等の集中検討を行うフ

ロントローディングの積極活用 等

（４） 下請契約における取組

○ 下請契約においても、適正な工期及び請負代金により契約を締結。

○ 週休２日の確保に際して、日給制の技能労働者等の処遇水準に留意し、

労務費等の見直し効果が確実に行き渡るよう、適切な賃金水準を確保。

○ 一人親方についても、長時間労働の是正や週休２日の確保等を図る。

（５） 適正な工期設定等に向けた発注者支援の活用

○ 工事の特性等を踏まえ、外部機関（ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ企業等)を活用。

２．時間外労働の上限規制の適用に向けた基本的な考え方

３．時間外労働の上限規制の適用に向けた取組
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賃金の引き上げの支援策等
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